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●
公
益
法
人
制
度
改
革
の
経
緯

２
０
０
０
年
₁₂
月
「
行
政
改
革
大
綱
」
が
閣
議
決
定
さ
れ
、

そ
の
中
で
「
公
益
法
人
に
対
す
る
行
政
の
関
与
の
在
り
方
の
改

革
」
が
項
目
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。
そ
れ
を
受
け
て

２
０
０
１
年
４
月
、
行
政
改
革
推
進
事
務
局
か
ら
「
行
政
委
託

型
公
益
法
人
等
改
革
の
視
点
と
課
題
」
と
い
う
文
書
が
出
さ
れ

ま
し
た
。
こ
こ
で
は
主
に
、
国
と
関
連
が
強
く
「
行
政
代
行
的

な
」
公
益
法
人
の
必
要
性
や
意
義
、
行
政
と
の
関
係
の
不
透
明

N
P
O
の
基
礎

３. 

Ｎ
Ｐ
Ｏ
に
関
わ
る
法
制
度

（2）

　

―
公
益
社
団
、
財
団
法
人
制
度
な
ど
法
制
度
解
説
、
設
立
申
請
―

今
回
の
連
載
で
は
、
現
状
の
法
人
形
態
に
つ
い
て
制
度
の
動
向
を
踏
ま
え
、
図
表
を
活
用

し
な
が
ら
わ
か
り
や
す
く
解
説
し
て
い
ま
す
。
読
者
の
み
な
さ
ん
に
も
大
変
役
立
つ
内
容

で
す
。
ぜ
ひ
、
ご
一
読
く
だ
さ
い
。

連 載

　
２
０
０
８
年
12
月
１
日
、
１
８
９
８
年
か
ら
続
い
た

公
益
法
人
制
度
が
抜
本
的
に
改
正
さ
れ
、
新
た
な
制
度

が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
新
制
度
で
は
準
則
主
義
で
設

立
で
き
る
一
般
社
団
・
財
団
法
人
と
、
設
立
後
に
公
益

認
定
を
受
け
た
公
益
社
団
・
財
団
法
人
に
分
け
ら
れ
、

団
体
の
設
立
そ
の
も
の
は
旧
公
益
法
人
制
度
と
比
べ
て

よ
り
簡
便
に
な
り
ま
し
た
。
法
人
格
の
選
択
肢
が
増

え
、
そ
れ
ぞ
れ
の
団
体
の
活
動
ス
タ
イ
ル
に
合
っ
た
法

人
形
態
を
選
択
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
今
回
は

特
に
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
制
度
と
の
比
較
の
中
で
、
新
た
な
公

益
法
人
制
度
を
解
説
し
て
い
き
ま
す
。

（
新
公
益
法
人
制
度
に
つ
い
て
は
旧
来
の
公
益
法
人
（
特

例
公
益
法
人
）
か
ら
新
し
い
一
般
法
人
・
公
益
法
人
へ
の

移
行
）
が
大
き
な
課
題
と
な
り
ま
す
が
、
本
稿
の
趣
旨
か

ら
こ
れ
に
つ
い
て
は
割
愛
し
、
新
設
の
場
合
を
中
心
に
解

説
し
ま
し
た
）

府
内
の
事
務
局
や
有
識
者
会
議
も
閣
議
決
定
も
行
な
わ
れ
て
い

ま
せ
ん
。
代
わ
り
に
各
地
で
勉
強
会
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
と
議
員
と
の
対

話
集
会
が
繰
り
返
し
開
催
さ
れ
、
そ
う
し
た
議
論
を
通
じ
て
各

党
が
そ
れ
ぞ
れ
ま
と
め
た
法
案
を
元
に
国
会
で
議
論
さ
れ
て
い

ま
し
た
。

さ
に
つ
い
て
の
問
題
が
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
具
体
的
に

は
、
行
政
の
仕
事
を
請
け
負
わ
せ
る
た
め
の
行
政
主
導
に
よ
る

公
益
法
人
の
設
立
、
事
業
の
既
得
権
益
化
、
行
政
と
公
益
法
人

の
癒
着
、
不
適
切
な
補
助
金
、
天
下
り
な
ど
の
問
題
が
指
摘
さ

れ
て
い
ま
す
。

そ
の
後
２
０
０
１
年
７
月
に
行
政
改
革
推
進
事
務
局
か
ら

「
公
益
法
人
制
度
に
つ
い
て
の
問
題
意
識
︱
抜
本
的
改
革
に
向

け
て
」
と
い
う
文
書
が
出
さ
れ
、
２
０
０
２
年
３
月
に
「
公
益

法
人
制
度
の
抜
本
的
改
革
に
向
け
て
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
」

が
閣
議
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
ら
が
公
益
法
人
制
度
改
革
の
始
ま
り
と
言
え
ま
す
。
特

徴
と
し
て
は
行
政
改
革
の
枠
組
み
の
中
で
検
討
が
開
始
さ
れ
た

こ
と
、
そ
し
て
当
初
は
「
行
政
委
託
型
公
益
法
人
」
の
改
革
と

し
て
始
ま
っ
た
議
論
が
、
途
中
か
ら
公
益
法
人
制
度
の
「
抜
本

的
改
革
」
に
広
が
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
民
間
の
非
営

利
法
人
制
度
で
あ
る
公
益
法
人
制
度
の
改
革
が
行
政
改
革
の
議

論
の
中
で
進
め
ら
れ
た
こ
と
は
、
本
来
行
政
か
ら
は
独
立
し
て

活
動
を
し
て
い
る
は
ず
の
公
益
法
人
の
運
営
に
悪
影
響
を
及
ぼ

す
危
険
性
も
持
っ
て
い
ま
し
た
。

そ
の
後
は
内
閣
官
房
行
政
改
革
推
進
事
務
局
に
置
か
れ
た
有

識
者
会
議
な
ど
で
の
議
論
と
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
、
閣
議

決
定
を
繰
り
返
し
な
が
ら
進
め
ら
れ
て
い
き
ま
し
た
。
日
本
で

は
一
般
的
に
法
律
が
作
ら
れ
る
際
、
政
府
が
法
案
を
作
成
し
て

提
案
す
る
「
内
閣
提
出
法
案
」
が
主
流
を
占
め
て
い
ま
す
が
、

公
益
法
人
制
度
改
革
は
ま
さ
に
こ
の
プ
ロ
セ
ス
で
し
た
。
一

方
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
は
「
議
員
立
法
」
で
す
の
で
、
成
立
ま
で
に
政
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新公益法人制度の概念図
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が
拠
出
す
る
財
産
及
び
そ
の
価
額
、
設
立
時
評
議
員
、
設
立

時
理
事
及
び
設
立
時
監
事
の
選
任
に
関
す
る
事
項
、
会
計
監

査
人
の
選
任
に
関
す
る
事
項
（
会
計
監
査
人
を
設
置
す
る
場

合
の
み
）、
評
議
員
の
選
任
及
び
解
任
の
方
法
、
公
告
方

法
、
事
業
年
度
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

・
設
立
時
に
拠
出
さ
れ
る
財
産
の
価
額
の
合
計
額
は
、
３
０
０

万
円
を
下
回
っ
て
は
な
ら
な
い
。

・
定
款
に
お
け
る
、
理
事
又
は
理
事
会
が
評
議
員
を
選
任
し
又

は
解
任
す
る
旨
の
定
め
、
及
び
設
立
者
に
剰
余
金
又
は
残
余

財
産
の
分
配
を
受
け
る
権
利
を
与
え
る
旨
の
定
め
は
、
効
力

を
有
し
な
い
（
残
余
財
産
に
つ
い
て
は
定
款
で
特
定
の
帰
属

方
法
を
定
め
て
い
な
い
限
り
、
評
議
員
会
の
決
議
に
よ
っ
て

設
立
者
に
分
配
可
能
）。

・
大
規
模
一
般
財
団
法
人
（
負
債
総
額
２
０
０
億
円
以
上
）
は

会
計
監
査
人
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

「
一
般
社
団
法
人
」「
一
般
財
団
法
人
」
は
、
行
政
庁
（
内

閣
総
理
大
臣
も
し
く
は
都
道
府
県
知
事
）
か
ら
公
益
認
定
を
受

け
る
こ
と
で
そ
れ
ぞ
れ
「
公
益
社
団
法
人
」「
公
益
財
団
法

人
」
に
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

公
益
認
定
を
行
う
「
行
政
庁
」
は
①
事
務
所
の
所
在
地
が
複

数
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
あ
る
場
合
、
②
公
益
目
的
事
業
を

２
つ
以
上
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
い
て
行
う
こ
と
を
定
款

で
定
め
て
い
る
場
合
、
③
国
の
事
務
・
事
業
と
密
接
な
関
係
を

有
す
る
一
定
の
公
益
目
的
事
業
を
行
う
場
合
、
の
い
ず
れ
か
に

該
当
す
る
と
き
に
は
内
閣
総
理
大
臣
、
そ
れ
以
外
は
事
務
所
の

所
在
す
る
都
道
府
県
知
事
と
な
り
ま
す
。
内
閣
総
理
大
臣
に
は

「
公
益
認
定
等
委
員
会
」、
都
道
府
県
知
事
に
は
「
合
議
制
の

機
関
」（
名
称
は
都
道
府
県
に
よ
っ
て
異
な
る
）
と
呼
ば
れ
る
諮

問
機
関
が
設
置
さ
れ
、
実
際
の
審
査
は
そ
こ
が
行
い
ま
す
。
公

益
認
定
等
委
員
会
は
国
会
で
同
意
を
得
ら
れ
た
法
律
、
会
計
、

記
し
て
い
れ
ば
、
収
益
事
業
課
税
が
適
用
さ
れ
ま
す
。
収
益
事

業
課
税
と
は
税
法
上
の
収
益
事
業
と
し
て
認
め
ら
れ
た
部
分
の

み
が
課
税
対
象
と
な
る
も
の
で
、
一
般
的
に
会
費
・
寄
付
金
な

ど
に
税
金
が
か
か
ら
な
く
な
り
ま
す
。
こ
う
し
た
法
人
を
便
宜

上
「
非
営
利
型
一
般
法
人
」
と
呼
び
ま
す
。
非
営
利
型
一
般
法

人
以
外
の
一
般
社
団
・
財
団
法
人
は
全
所
得
課
税
、
す
な
わ
ち

会
費
・
寄
付
金
も
合
わ
せ
て
す
べ
て
の
収
入
を
含
め
て
収
益
が

出
た
部
分
が
、
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

【
一
般
社
団
法
人
の
設
立
要
件
】

・
社
員
と
な
ろ
う
と
す
る
者
２
人
以
上
が
共
同
し
て
定
款
を
作

成
し
、
公
証
人
の
認
証
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

・
定
款
に
は
、
法
人
の
目
的
、
名
称
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在

地
、
設
立
時
社
員
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
、
社
員
の
得

喪
に
関
す
る
規
定
、
公
告
方
法
、
事
業
年
度
を
定
め
な
い
と

い
け
な
い
。

・
定
款
に
お
け
る
、
社
員
に
剰
余
金
又
は
残
余
財
産
の
分
配
を

受
け
る
権
利
を
与
え
る
旨
の
定
め
は
、
効
力
を
有
し
な
い
。

（
残
余
財
産
に
つ
い
て
は
定
款
で
特
定
の
帰
属
方
法
を
定
め

て
い
な
い
限
り
、
社
員
総
会
の
決
議
に
よ
っ
て
社
員
に
分
配

可
能
）

・
理
事
（
１
名
以
上
）
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

・
理
事
会
、
監
事
を
置
く
か
ど
う
か
は
自
由
（
理
事
会
、
会
計

監
査
人
を
置
く
場
合
は
監
事
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）

・
大
規
模
一
般
社
団
法
人
（
負
債
総
額
２
０
０
億
円
以
上
）
は

会
計
監
査
人
を
置
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

【
一
般
財
団
法
人
の
設
立
要
件
】

・
設
立
者
が
定
款
を
作
成
し
、
公
証
人
の
認
証
を
受
け
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

・
定
款
に
は
、
目
的
、
名
称
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
、
設

立
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
、
設
立
に
際
し
て
設
立
者

●
新
公
益
法
人
制
度
の
概
要

２
０
０
６
年
５
月
に
公
益
法
人
改
革
関
連
３
法
が
成
立
。
準

備
期
間
を
経
て
２
０
０
８
年
₁₂
月
１
日
か
ら
施
行
、
こ
う
し
て

新
し
い
公
益
法
人
制
度
が
ス
タ
ー
ト
し
ま
し
た
。
こ
の
日
は
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法
施
行
₁0
周
年
の
日
で
も
あ
り
、
市
民
活
動
団
体
に
と
っ

て
象
徴
的
な
日
と
な
り
ま
し
た
。
旧
公
益
法
人
は
こ
の
日
を

も
っ
て
「
特
例
民
法
法
人
」
と
な
り
、
５
年
以
内
に
新
制
度
に

移
行
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

旧
公
益
法
人
制
度
で
は
、
法
人
を
設
立
す
る
際
、
活
動
の
内

容
に
応
じ
た
主
務
官
庁
か
ら
許
可
を
受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
し

た
。
ま
た
、
法
人
設
立
後
も
主
務
官
庁
は
公
益
法
人
に
対
し
て

強
い
指
導
・
監
督
権
限
を
持
っ
て
い
ま
し
た
。
こ
れ
が
一
方
で

癒
着
や
天
下
り
な
ど
を
生
み
出
し
て
い
る
と
い
う
指
摘
も
あ
り

ま
し
た
。
ま
た
、
何
よ
り
行
政
か
ら
自
由
で
あ
る
は
ず
の
民
間

の
活
動
が
抑
制
さ
れ
る
と
い
う
問
題
も
あ
り
ま
し
た
。

新
し
い
制
度
で
は
「
一
般
社
団
法
人
」「
一
般
財
団
法
人
」

は
準
則
主
義
、
す
な
わ
ち
公
証
人
の
認
証
を
得
て
登
記
す
る
だ

け
で
設
立
で
き
、
さ
ら
に
内
閣
総
理
大
臣
も
し
く
は
都
道
府
県

知
事
か
ら
公
益
認
定
を
受
け
る
と
「
公
益
社
団
法
人
」「
公
益

財
団
法
人
」
に
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
い
わ
ば
２
階
建
て
に

な
っ
た
と
い
っ
て
よ
い
で
し
ょ
う
。
制
度
が
始
ま
っ
て
半
年

経
っ
た
２
０
０
９
年
５
月
現
在
、
一
般
社
団
法
人
は
１
５
３
５

法
人
、
一
般
財
団
法
人
は
２
５
１
法
人
が
設
立
さ
れ
て
い
ま
す

（
シ
ー
ズ
・
市
民
活
動
を
支
え
る
制
度
を
つ
く
る
会
調
べ
）。

一
般
社
団
法
人
・
一
般
財
団
法
人
は
準
則
主
義
に
よ
る
た

め
、
所
轄
庁
や
行
政
庁
に
該
当
す
る
も
の
は
あ
り
ま
せ
ん
。
各

団
体
で
定
款
を
定
め
、
公
証
人
の
認
証
を
得
て
登
記
所
で
登
記

す
る
だ
け
で
設
立
で
き
ま
す
。
ま
た
、
定
款
で
「
余
剰
金
の
分

配
を
行
な
わ
な
い
旨
」
あ
る
い
は
「
会
員
に
共
通
す
る
利
益
を

図
る
活
動
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
し
て
い
る
旨
」
を
明
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公
益
法
人
の
活
動
に
関
す
る
民
間
有
識
者
７
人
で
構
成
さ
れ
て

い
ま
す
。
旧
公
益
法
人
で
は
縦
割
り
に
な
っ
て
い
た
公
益
性
の

判
断
機
関
が
一
元
化
さ
れ
た
こ
と
、
そ
の
判
断
に
民
間
人
が
関

わ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
が
画
期
的
で
あ
る
と
言
え
ま
す
。

公
益
認
定
に
は
₁₈
の
基
準
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
主
な
も

の
と
し
て
は
以
下
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

・ 

公
益
目
的
事
業
を
行
う
こ
と
を
主
た
る
目
的
と
す
る
こ

と
。

・ 

公
益
目
的
事
業
を
行
う
の
に
必
要
な
経
理
的
基
礎
及
び
技

術
的
能
力
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

・ 

そ
の
事
業
を
行
う
に
当
り
、社
員
、評
議
員
、理
事
、監
事
、

使
用
人
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
当
該
法
人
の
関
係
者
に

対
し
て
特
別
の
利
益
を
与
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

・
特
定
の
個
人
や
団
体
へ
の
利
益
供
与
を
行
わ
な
い
こ
と
。

・ 

社
会
的
信
用
を
失
う
よ
う
な
公
序
良
俗
を
害
す
る
事
業
を

行
わ
な
い
こ
と

・ 

そ
の
公
益
目
的
事
業
に
つ
い
て
、
当
該
公
益
目
的
事
業
に

係
る
収
入
が
そ
の
実
施
に
要
す
る
適
正
な
費
用
を
償
う
額

を
超
え
な
い
と
見
込
ま
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

・ 

公
益
目
的
事
業
以
外
の
事
業︵
収
益
事
業
等
︶を
行
う
場
合

に
は
、
収
益
事
業
等
を
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
公
益
目
的
事

業
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
。

・ 

公
益
目
的
事
業
以
外
の
事
業
︵
収
益
事
業
等
︶
を
行
う
に

当
り
、
公
益
目
的
事
業
比
率
が
１
０
０
分
の
50
以
上
と
な

る
と
見
込
ま
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

●
新
公
益
法
人
制
度
と
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
制
度
の
比
較

新
公
益
法
人
制
度
に
は
社
団
法
人
と
財
団
法
人
が
設
定
さ
れ

て
い
ま
す
。
社
団
と
は
「
一
定
の
目
的
を
も
っ
た
人
の
集
団

で
、
団
体
と
し
て
の
組
織
を
も
ち
、
社
会
上
１
個
の
単
一
体
と

し
て
存
在
す
る
も
の
」、
財
団
と
は
「
一
定
の
目
的
の
た
め
に

結
合
さ
れ
た
財
産
の
集
合
体
」
と
定
義
さ
れ
て
い
ま
す
（
大
辞

泉
）。
簡
単
に
言
え
ば
共
通
の
目
的
達
成
の
た
め
の
、
人
の
集

ま
り
が
社
団
、
お
金
の
集
ま
り
が
財
団
と
言
う
こ
と
が
で
き
ま

す
。
今
回
の
公
益
法
人
制
度
改
革
で
画
期
的
だ
っ
た
こ
と
の
１

つ
は
、
財
団
法
人
が
行
政
の
認
可
な
く
作
れ
る
よ
う
に
な
っ
た

こ
と
で
し
た
。
こ
れ
は
市
民
活
動
を
支
援
す
る
お
金
の
流
れ
を

大
き
く
変
え
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
ま
す
。

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
社
団
タ
イ
プ
の
法
人
で
す
の
で
、
法
人
設
立

に
あ
た
っ
て
制
度
の
比
較
を
す
る
場
合
は
、
同
じ
社
団
タ
イ
プ

の
一
般
社
団
法
人
、
公
益
社
団
法
人
と
比
べ
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
公
益
社
団
法
人
は
一
般
社
団
法
人
を
元
に
、
認
定
要
件
を

満
た
し
た
も
の
で
す
の
で
、
主
に
一
般
社
団
法
人
を
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
と
の
違
い
か
ら
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

①　

組
織
の
形
態
の
違
い

　

準
則
主
義
で
あ
る

一
般
社
団
法
人
は
準
則
主
義
で
す
の
で
、
定
款
を
作
成
し
、

公
証
人
の
認
証
を
受
け
て
登
記
を
す
れ
ば
設
立
が
で
き
ま
す
。

手
続
き
だ
け
で
言
え
ば
数
日
で
設
立
す
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

一
方
で
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
認
証
主
義
で
す
の
で
、
所
轄
庁
に
書
類

を
提
出
し
、
認
証
を
受
け
た
う
え
で
登
記
を
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
所
轄
庁
は
４
か
月
以
内
（
内
２
か
月
は
縦
覧
期
間
）
に

認
証
か
不
認
証
の
判
断
を
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

必
ず
し
も
公
益
目
的
で
は
な
い

一
般
社
団
法
人
は
組
織
の
目
的
は
問
わ
れ
ま
せ
ん
。
そ
の
た

め
公
益
を
目
的
と
し
な
い
団
体
で
も
法
人
格
を
取
得
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。
旧
中
間
法
人
の
よ
う
な
共
益
目
的
の
団
体
や
特

定
の
人
の
利
益
を
目
的
と
し
た
団
体
も
制
度
の
対
象
と
な
り
ま

す
。
一
方
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
「
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益

の
増
進
に
寄
与
」
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
な
お
、
一
般
社
団
法
人
が
公
益
社
団
法
人
の
認
定
を
受
け

る
場
合
は
、「
不
特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄

与
」
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
「
不

特
定
か
つ
多
数
の
者
の
利
益
の
増
進
に
寄
与
」
す
る
と
い
う
こ

と
が
公
益
を
目
的
と
す
る
こ
と
と
同
義
で
取
ら
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
一
般
社
団
法
人
は
事
業
の
内
容
に
も
制
限
が
な
い
の

に
対
し
て
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
法
別
表
に
定
め
ら
れ
た
₁₇
の
事
業

を
主
た
る
事
業
と
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
公
益
社
団
法
人
は

法
別
表
に
₂3
の
事
業
が
定
め
ら
れ
て
お
り
、
そ
の
事
業
を
主
た

る
事
業
と
し
、「
社
会
的
信
用
を
維
持
す
る
う
え
で
ふ
さ
わ
し

く
な
い
事
業
」
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

情
報
開
示
が
限
定
的
で
、
監
督
も
な
い

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
は
所
轄
庁
を
通
し
て
一
般
市
民
に
も
情
報
公
開

を
す
る
義
務
が
あ
り
、
所
轄
庁
か
ら
法
に
定
め
ら
れ
た
範
囲
で

限
定
的
な
監
督
を
受
け
ま
す
。
そ
れ
に
対
し
て
一
般
社
団
法
人

は
一
般
市
民
に
対
し
て
情
報
を
公
開
す
る
義
務
は
あ
り
ま
せ

ん
。
ま
た
、
法
人
運
営
に
あ
た
っ
て
は
ど
こ
か
ら
も
監
督
を
受

組織の形態の比較
一般社団法人 公益社団法人 NPO法人

法人設立 準則主義 準則主義で設立の後、
行政庁の認定

認証主義

社　　員 ２名以上 ２名以上 10名以上
目　　的 目的を問わない 不特定かつ多数の者の

利益の増進に寄与
不特定かつ多数の者の
利益の増進に寄与

事　　業 制限規定はない 主たる事業は別表に掲
げる事業、社会的信用
を維持する上でふさわ
しくない事業は不可

主たる事業は別表に掲
げる事業

剰余金分配 不可 不可 不可
残余財産分配 可能 不可 不可
情報公開 社員・債権者 一般市民を含む 一般市民を含む
監　　督 なし 行政庁 所轄庁
理　　事 理事会設置型は３名以

上
非設置型は１名以上

３名以上 ３名以上

理 事 会 設置は任意 必置 設置は任意
監　　事 設置は任意（大規模／

理事会設置型法人は１
名以上）

１名以上 １名以上

会計監査人 大規模法人は必置 大規模法人は必置 不要

『新公益法人制度はやわかり』（公益法人協会［2007］）を参考に筆者補足
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け
ま
せ
ん
。
そ
の
代
わ
り
そ
の
法
人
内
部
で
の
ガ
バ
ナ
ン
ス
が

重
視
さ
れ
て
い
ま
す
。
社
員
や
理
事
は
、
一
定
の
要
件
の
も
と

で
設
立
や
合
併
の
無
効
や
設
立
取
り
消
し
、
社
員
総
会
の
決
議

の
取
り
消
し
、
解
散
、
理
事
や
監
事
の
責
任
追
及
・
解
任
な
ど

を
求
め
る
訴
え
を
起
こ
す
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ
は
株
式
会

社
の
株
主
代
表
訴
訟
に
似
た
制
度
で
す
。

公
益
社
団
法
人
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
と
同
じ
く
、
一
般
市
民
に
も

情
報
公
開
を
す
る
義
務
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
行
政
庁
か
ら
監

督
を
受
け
ま
す
。

　

残
余
財
産
の
分
配
が
可
能

一
般
社
団
法
人
は
定
款
に
特
段
の
定
め
を
し
な
け
れ
ば
、
総

会
の
決
議
に
よ
っ
て
解
散
時
の
残
余
財
産
を
社
員
に
分
配
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
一
部
税
制
優
遇
の
あ
る
非
営
利

型
の
一
般
社
団
法
人
に
な
る
た
め
に
は
、
定
款
で
残
余
財
産
の

分
配
を
禁
止
す
る
旨
を
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
、
公
益
社
団
法
人
は
残
余
財
産
の
分
配
は
禁
じ
ら
れ
て
い
ま

す
。
な
お
、
い
ず
れ
の
法
人
も
年
度
ご
と
の
剰
余
金
を
分
配
す

る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

②　

税
制
面
の
違
い

前
述
の
通
り
、
一
般
社
団
法
人
は
そ
の
組
織
の
形
態
に
よ
っ

て
、
税
制
面
で
は
さ
ら
に
「
非
営
利
型
一
般
法
人
」
と
「
そ
の

他
の
一
般
法
人
」
の
２
つ
に
分
類
さ
れ
て
扱
わ
れ
ま
す
。
非
営

利
型
一
般
法
人
に
な
る
た
め
に
は
以
下
の
い
ず
れ
か
の
要
件
を

満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

①�

剰
余
金
の
分
配
を
行
わ
な
い
旨
が
定
款
に
お
い
て
定
め
ら
れ

て
い
る
等
の
要
件
に
該
当
す
る
こ
と

②�

会
員
に
共
通
す
る
利
益
を
図
る
活
動
を
行
う
こ
と
を
主
た
る

目
的
と
し
て
い
る
等
の
要
件
に
該
当
し
て
い
る
こ
と

非
営
利
型
一
般
法
人
と
し
て
認
め
ら
れ
れ
ば
、
税
法
上
の
収

益
事
業
で
得
た
所
得
に
対
し
て
の
み
に
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
税
法
上
の
収
益
事
業
と
は
法
人
税
法
で
定
め
ら
れ
た

34
業
種
の
事
業
で
、「
継
続
し
て
事
業
場
を
設
け
て
営
ま
れ
る

も
の
」
を
言
い
ま
す
。
こ
れ
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
と
同
じ
扱
い
で

す
。
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
と
違
い
が
あ
る
と
す
れ
ば
、
地
方
税
な
ど
で

地
方
自
治
体
が
独
自
に
減
免
措
置
を
行
っ
て
い
る
場
合
で
す
。

多
く
の
自
治
体
が
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
に
対
し
て
、
収
益
事
業
を
行
っ

て
い
な
い
場
合
に
法
人
税
の
均
等
割
り
部
分
を
免
除
す
る
な
ど

の
優
遇
措
置
を
取
っ
て
い
ま
す
が
、
一
般
社
団
法
人
に
対
し
て

の
優
遇
措
置
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
ほ
ど
整
っ
て
は
い
ま
せ
ん
。

非
営
利
型
一
般
法
人
以
外
の
一
般
法
人
は
株
式
会
社
な
ど
と

同
じ
く
、
す
べ
て
の
所
得
が
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。
す
な
わ

ち
、
会
費
や
寄
付
金
で
得
た
収
入
で
あ
っ
て
も
、
収
益
が
出
れ

ば
課
税
対
象
と
な
り
ま
す
。

公
益
認
定
を
取
得
し
た
法
人
は
収
益
事
業
課
税
の
ほ
か
、

「
み
な
し
寄
付
金
制
度
」、「
利
子
等
非
課
税
」、「
寄
付
金
控

除
」
が
適
用
さ
れ
る
な
ど
、
大
き
な
税
制
優
遇
措
置
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
み
な
し
寄
付
金
制
度
と
は
、
収
益
事
業
所

得
か
ら
公
益
目
的
事
業
に
支
出
し
た
額
を
一
定
程
度
ま
で
課
税

所
得
か
ら
控
除
す
る
仕
組
み
で
す
。
寄
付
金
控
除
と
は
、
そ
の

法
人
に
寄
付
し
た
人
が
、
所
得
金
額
の
50
％
ま
で
課
税
所
得
か

ら
控
除
（
法
人
の
場
合
は
一
般
損
金
枠
に
加
え
て
所
得
の
５
％

相
当
額
ま
で
損
金
算
入
）
で
き
る
仕
組
み
で
、
寄
付
を
受
け
や

す
く
す
る
こ
と
を
狙
い
と
し
た
も
の
で
す
。　

な
お
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
が
一
定
の
要
件
を
満
た
し
て
税
制
優
遇

を
受
け
る
こ
と
の
で
き
る
「
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
」
は
、
み
な
し

寄
付
金
制
度
、
寄
付
金
控
除
制
度
は
適
用
さ
れ
ま
す
が
、
利
子

等
非
課
税
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

公
益
法
人
制
度
改
革
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
の
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人

に
な
る
ケ
ー
ス
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
か
ら
認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
に
な
る

ケ
ー
ス
に
加
え
、
一
般
社
団
・
財
団
法
人
に
な
る
ケ
ー
ス
、
一

般
社
団
・
財
団
法
人
を
経
て
公
益
社
団
・
財
団
法
人
に
な
る

ケ
ー
ス
と
、
非
営
利
で
活
動
を
行
う
団
体
に
と
っ
て
法
人
形
態

の
選
択
肢
が
増
え
ま
し
た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
法
人
形
態
に
特
徴
が

あ
り
ま
す
が
、
い
ず
れ
も
一
元
的
に
メ
リ
ッ
ト
・
デ
メ
リ
ッ
ト

を
挙
げ
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
な
ぜ
な
ら
あ
る
団
体
に
と
っ

て
メ
リ
ッ
ト
と
な
る
制
度
も
、
全
く
違
う
運
営
方
法
を
取
っ
て

い
る
別
の
団
体
に
は
デ
メ
リ
ッ
ト
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
か
ら

で
す
。
た
だ
し
、
税
制
面
で
は
「
そ
の
他
の
一
般
社
団
・
財
団

法
人
〈
非
営
利
一
般
社
団
・
財
団
法
人
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
〉
公
益

社
団
・
財
団
法
人
」
の
順
で
メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。
法
人
運

営
の
特
徴
や
税
制
を
比
較
し
、
そ
の
団
体
な
り
の
メ
リ
ッ
ト
・

デ
メ
リ
ッ
ト
を
検
討
し
た
う
え
で
、
最
も
適
し
た
法
人
を
選
ぶ

こ
と
が
重
要
に
な
り
ま
す
。

日本NPOセンター連載　NPOの基礎

課 税 措 置 の 比 較
法人の種類等 設立手続き 収益事業課税

の適用 
軽 減 税 率 の
適用

みなし寄付の
適用

利子等非課税
の適用

寄附金控除の
適用

旧
来
法
人

特例民法法
人 主務官庁の許可 ○ ○ ○ ○ －
特定公益増
進法人 

主務官庁と財務省
の認定 ○ ○ ○ ○ ○

旧中間法人 準則主義（届出） － － － － －

新
法
人 

公益法人 行政庁（認定委員
会）の認定 ○ － ○ ○ ○

非営利型一
般法人 準則主義（届出） ○ － － － －
その他の一
般法人 準則主義（届出） － － － － －

特定非営利活
動法人 所轄庁の認証 ○ － － － －
認定特定非営
利活動法人 国税庁の認定 ○ － ○ － ○
社会福祉法人
学校法人
更生保護法人 

所轄庁の認可 ○ ○ ○ ○ ○

消費生活協同
組合 所轄庁の認可 － ○ － － －
普通法人

（企業等） 準則主義（届出） － － － － －
任意団体
（法人格なし） 手続き不要 ○ － － － －

作成：山岡義典




